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1｡ はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　 路（昭和61年３月）

石油コンビナート等災害防止法に定められ　 （2）神戸地区を通過する大阪湾岸道路（昭和

た石油コ ンビ ナート等特 別防災区域 は, 石 油，

高圧 ガス等 を大量 に貯 蔵または取扱 っている

事業所が １または複数集まって いる区域であ

る。

この ような区域 を高架 道路等 が通 過するこ

とは，特 別防 災区域 の防災体制の低下を招 く

おそ れがあ ること， 高架道路等を通過する自

動車等にコンビナ ート災害が影響するおそれ

があ ること等 から， 基本的 には好 ましくない

ものであ る。

一方， 自動車交通のニ ーズが年々高 まって

いること， 住宅地域に高架道路等を通過させ

ることが極めて困難であるこ と等から，道路

行政，都市計画行政等 において特 別防災区域

内 を高架道路等で通過 したい 旨の要望が各地

で発生してい る。

以 上の ことから， やむを得ない場 合には，

防災 面の事前評価 を行い， 適切な防災対 策を

施した上 で， 高架道路等の通過を認める事例

が見られる。

最近の例としては， 消防庁の指導の もとに

（財）消防科学総合セン ター等で，事前評価

及び防災対策の検討を行った ものに次の もの

がある。

（1）　名古屋港臨海地区を通過する伊勢湾岸道

Ｎ０.21 1990（夏季）　　　　　　　　　　　　　 －

62年３月）

（3） 室蘭地区を通過する室蘭白鳥新道（昭和

62年３月）

（4） 神戸地区を通過する新交通六甲アイラン

ド線（昭和62年10月）

（5） 根岸臨海地区を通過する高速湾岸線（５

期）（昭和63年３月）

（6） 北九州地区を通過する北九州市自動車専

用道路（平成２年３月）

（7） 京浜臨海地区を通過する川崎縦貫道路

（現在検討中）

このような傾向を踏まえ，消防庁では，昭

和63年度に卸消防科学総合センターに研究委

託して，「特別防災区域を通過する高架道路

等の設置に係る防災対策調査研究報告書」（委

貝長；上原陽一，横浜国立大学工学部教授）

をまとめた。

次に，その概要を説明することとする。

2. 事前評価及び防災対策について

（1）　検討概要

特別防災区域の現況，防災対策の現況及び

高架道路の計画を調査の上，次の観点からそ

の影響について検討したものである。

①　高架道路を通過する車両の事故がコン
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ビナ ート施設に与える影響

②　コンビナート施設における災害発生時

に高架道路及び高架道路 を通過する車両

が受ける影響

③　特別防災区域に高架道路を設置するこ

とに よるコ ンビナ ート に係 る防災体 制へ

の影響

(2) 災 害 想定の方法等

①　ＥＴＡ

災害想定の方法 として は, ＥＴＡ(Ｅｖｅｎt

Ｔrｅｅ Ａｎａｌyｓiｓ)に よる方 法を採用してい

る。

ＥＴＡ は，機 器，設 備等 に異常又 は事

故といった初期事 象が 発生 した場合 に，

これが異常事態に発展 してい く過程 をツ

リ ー状に作図し，各段階における拡大防

止対策が成功するか失敗するか を評価し

ていく方法である。

ここで，ＥＴＡ を実 施す るの は， 災害

の拡 大状 況 が時 間 の経 過の 中で 把握 で

き， 防災設備や消防機関等が行う災害対

応 を評価する上 で， 最も有効な方法と考

え られるためであ る。

②　確立の算定等

災 害拡大の状況 につ いて ＥＴＡ を実 施

する際の確立の 算定 は， 過去の事故 の発

生状況 を詳し く調査 分析 の上，その 後の

防 災対 策 の進 展状 況 を評 価す る とと も

に，現場の技術的経験か ら得 たもの を加

味して行うこ ととした。

ただし， 想定すべ き災害様相について

の発生 確立につ いて資料が不備な段階で

不確実な確立を算定した り，施設が出来

て から安 定した災害発生状況となる まで

の期間の非定常 の災害発生に関するデー

－30

夕や，施設数が少ない場合のデータを用

いて確立を算定することは避けることと

した。

なお，次に石油タンクに係る災害拡大

ＥＴＡ を例示したが，これは参考のため

のものであり，例示した確率は，個々の

施設でのメインテナンスの状況や防災設

備，対策状況等によって１桁程度の違い

が生ずることもあることに留意する必要

がある。

また，想定すべき災害の発生確率は，

10-6/年程度までとし，影響が非常に大

きくなると考えられる場合はより小さな

確立とすることが望ましい（図1 ）。

（3） 災害影響範囲について

①　災害様相ごとの危険限界

ア。放射熱

タンク火災等による放射熱は2.000

Kcal/㎡h，ファイアーボール等の短

時‘間暴露では10,000Kcal/㎡hとし，

そのような放射熱が発生する範囲を危

険限界とする。

イ。爆風圧

0.1kg/?の爆風圧を生ずる範囲を危

険限界とする。

ウ。可燃性ガスの爆発範囲

表卜 こ示す可燃性ガスの爆発下限界

表１　可燃性ガスの爆発下限界の例

物質名　　 物質名　　

消防科学と情報
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表２　毒性ガスによる人体への影響と15分以下の曝露限度（ＴＬＶ－STEL ）

物 質 名Ｅ　濃 度

ア ン モ ニ ア

20ppl:

50ppm:

影　　　　響

慣れない人に刺激や不快感を与える

臭気を感ずる下限，人によって感受性

が異なり敏感な人は5ppmでも感知

0.25ppm : 曝 露 ５分間で中等度刺激症状

E 15分以下曝露限度

アクロレイン1　0.44ppl: 耐え うる刺激反応．肺水腫の危険なし

一酸化炭素

二酸化炭素

眼，鼻，咽喉の刺激，流涙

400ppm: 1 時間の曝露で影響認めず

600ppm: 1 時間の曝露で影響認める

30000ppm: 呼吸困難，頭痛，眩暈，嘔吐．弱い麻

酔性，聴覚の減退，血圧・脈拍の増加

等

35ppｍ

0.3pp ｍ

400pp ｍ

30000ppｌ

塩　素 3 ppｍ

硫化水素

1.0ppm: 長 時間耐え 得る限界　　　　　　　　

3.5ppm: 強い 刺激臭を感じ，30 分～60 分 は耐え

られるが，亂 鼻，のどに刺激　　　

20ppm：臭気は強いが耐えられる，臭気に対す

る慣れの現象がある 15pp ｍ

二酸化硫黄　E　　5ppl : 1 時間で気管収縮を起こし，呼吸抵抗 ヨ

（亜硫酸ｶﾞｽ） Ｅ が増大し，咳がでる。

濃度の1/2 の濃度となる範囲を危険限

界とする．

エ．毒性ガスの濃度

表２に示す毒性ガスの15分以下の曝

露限度（ＴＬＶ－ＳＴＥＬ）の濃度となる

範囲を危険限界とする．

②　計算式の提示

ＥＴＡ で想定すべきとされた災害の影

響範囲を求める計算式については，専門

的な内容となるため省略する（詳細は，

報告書を参照のこと．）が，計算式が示

された項目は，次のとおりである．

ア．可燃性液体の流出

イ．可燃性ガス及び毒性ガスの拡散

ウ．ファイアーボールの爆風圧，放射熱

エ．液面火災の放射熱

③　影響範囲の算定例

原油タンク（フローテインクルーフ ．

－32 －

タイプ）のタンク全面火災及び仕切堤火

災の影響範囲の算定結果の例を表３，図

２及び図３に示すこととする。

（4） 防災対策について

①　高架道路で発生する事故による災害に

ついての対策

高架道路で発生する事故による影響

は，道路上からの物体の落下及び道路上

の事故によって二次的に発生が予想され

る災害であると考えられる。

したがって，そのための防災対策は，

これらの引き金となる事故等に伴う二次

災害の未然防止を図るものでなければな

らない。

ア。落下物の防止に関する対策

高架道路から落下物により，その下

部にあるパイプライン等に対して損傷

を与え，危険物質が流出する事態が発

消防科学と情報



表３　対象タンクの仕様（仮想）

形式・貯蔵物

容

直

高

量

径

さ

「

火　 炎

１

｜

フローティンクルーフ，原油

50,000 kl

70.0m

15.0 ｍ

4000 3000 200  0

ノ

図２　タンク火災による高架道路面上の等放射線

(原油タンク)

1　2000

図３　仕切堤火災による高架道路面上の等放射線

(原油タンク仕切堤)

生しないようにするために，通行車両

自体の落下や通行車両の積載物の落下

事故が発生しにくいように，落下防止

柵を設置する等の道路構造に関する対

策をとる必要がある。また，高架道路

からの落下物によってコンビナート施

設が損傷 を受けない ように，コンビ

ナート施設自体に防護用の覆い等を設

ける対策も考えられる。

イ。高架道路上の災害のための対策

N０.21 1990(夏 季) 33 －

特別防災区域内の高架道路上で

タンクローリー炎上事故等が発生

した場合，コンビナート施設への

影響が考えられることから，二次

的災害の防止の観点から消防隊が

高架道路上の災害地点への速やか

な到着が必要である。そのため，

高架道路への緊急進大路や，高架

道路上での緊急時Ｕターン場所 を

整備する等の対策 をとるとと も

に，事故発生時における道路竹理

者，交通竹理者及び消防機関の相

互の連絡・通報体制の確保，消防

隊の高架道路への進入指導に関す

る連携を密にする必要もある。

②　コンビナート施設での事故による

災害についての防災対策

コンビナート施設での事故による

影響は，災害影響範闘に関して検討

した放射熱，爆風圧等であると考え

られる。

したがって，そのための対策は，

これらの影響を防止するものでなけ

ればならない。

ア。火災時の放射熱に関する対策

タンク火災や仕切堤火災に伴う放射

熱が，高架道路を通過する車両に影響

を与える場合が考えられる。この場合，

放射熱の遮断低減，回避，延焼防止と

いった対策を講じる必要があり，遮断

低減する方法としては，①　遮熱板

（壁）の設置，②　水幕設備の設置，

③①,②の併用等が考えられる。

これらの設備による遮熱の効果をみ

るために，（3）③の例（仕切堤火災の場



合）について試算すると，遮熱壁がな

い場合に比べ，遮熱壁を設置した場合

にはかなりの効果が期待できることが

分かる（図４，図５参照）。

また，風のある場合の影響を考える

と，放射熱を回避する方策（交通の遮

断等）を併せて実施することが必要で

ある。

なお，高架道路上の遮熱壁等が放射

熱を受けて延焼することのないよう材

料等にも配慮する必要がある。

イ。爆発時の爆風圧，飛散物に関する対

策

瞬時 に影響が拡がる爆発について

は,避難の時間的余裕がないことから，

同じような発生しやすさでも，火災の

場合と異なり，爆発事故の可能性があ

るコンビナート施設へは，可能な限り

高架道路を近接させないような配慮が

必要である。

また，ある程度の距離をとった上で

も，爆風圧の影響が考えられる場合に

は，爆風や飛散物の直撃を避けるため

の壁を設置する等の対策も考えられ

る。

ウ。交通規制対策

事故が発生してその影響が車両の通

行する高架道路まで及ぶ場合や，直接

的には影響が及ばなくても時間経過に

よって災害が拡大して高架道路まで影

響が及ぶ恐れのある場合には，通行車

両の安全を確保するために災害による

影響範囲内への車両の進入を規制する

ことが必要となる。この際の連絡・通

報体制についても検討が必要である。

2000kcal/�･h

太

ノ

図４　仕切堤火災による等放射線図

〔遮熱壁のない場合〕

－34 －

2000kcal/㎡h
3000kcal/㎡h

図５　仕切堤火災による等放射線図

〔遮熱壁（高さ３ｍ）を設置した場合〕

�　 防災体制への影響を回避する対策

防災体制への影響については，活動上

の物理的障害を排除するこ とに より，高

架道路設置前の水準を維持することに配

慮すべ きである。

ア。消防力 運用対策

高架 道 路等 が 設 置 され るこ と に伴

い， 公設消防隊の出動体制に支障を来

す場合も予想される。つ まり，高架道

路等によって，従来の出動 経路が遮断

され，迂 回する必 要が生 じれば，現 着

時 間が遅延 するこ ととなり，災 害拡 大

に大きな影響を及ぼすこ ともあ りえよ

消防科学と情報
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う。

したがって，基本的には，現着時間

が高架道路の設置前とほぽ同様になる

ように，消防署からの距離，交通量，

高さ制限等を勘案した出動経路の確保

のため，立体交差等の措置が必要とな

ろう。

イ。自衛防災組織の活動の確保

基本的には，事業所が高架道路等の

設置によって分断されないように，路

線の選定をすることが必要であるが，

やむを得ず分断される場合は，高架道

路の下を可能なかぎり化学消防車等が

通行で きるように措置する必要があ

る。さらに，高架道路等の下の通行が

できない場合には，防災資機材等や防

災要員の配置替え，屋外給水栓の配置

替えや増設を行うなどの措置が必要と

なる。

ウ。共同防災組織の活動の確保

事業所等が高架道路によって分断さ

れ共同防災組織の出動体制に大きな影

響を及ぼすこととなる場合，基本的に

は，アと同様の措置を講ずる必要があ

る。やむを得ず十分な措置が確保でき

ない場合には，防災資機材等や防災要

貝の配置替え，共同防災組織の組み方

の見直しなどの対策が必要となる。

エ。消防活動スペース上の対策

コンビナート施設の消火活動ができ

るための十分なスペースを確保するこ

とが第一義的な対策であるが，やむを

得ず消防活動スペースが十分に確保で

きず施設直近での消火活動に支障をき

たす場合，代替消火手段の設置，高架

道路からの消火活動や放水銃等の活用

あるいは高架道路の下に消防活動がで

きるスペースを確保する等の対策を行

い，これらの措置による消防力が従来

からの消防力を下回らないよう配慮す

る必要がある。

3｡ 消防本部の対応について

特別防災区域内を高架道路等が通過するこ

とは基本的には好ましくないため，消防本部

としては，都市計画部局等から情報があった

場合，路線の変更を提案する必要がある。

ただし，やむを得ない場合については，消

防庁特殊災害室まで個別に連絡をいただきた

いと考えている。消防庁では，酘初に紹介し

たように各地のこのような事例の事前評価，

防災対策の検討の実績を踏まえて前記報告書

の内容に基づいた指導を行うこととしてい

る。
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